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東京土地家屋調査士会境界紛争解決センター運営規程 

 

（事務局） 

第１条 本会に、東京土地家屋調査士会境界紛争解決センター（以下「境界センター」という。）の事務局

を置く。 

２ 事務局は、受付事務、連絡事務、送達事務、会計及び備え付け書類の管理を行う。 

 

（備え付け書類） 

第２条 境界センター事務局に次の書類を備え付ける。 

 一 紛争解決委員候補者名簿 

 二 事件受理簿 

 三 申立書等の各種書式 

 四 事件委嘱書控 

 五 事件の報告書 

 六 仲裁判断書写・和解契約書写・送達報告書写 

 七 会計帳簿 

２ 前項書類の保存期間は、永久とする。 

 

（期日の場所・時間） 

第３条 調停手続期日及び仲裁手続期日（以下「期日」という。）は、東京土地家屋調査士会内又は境界セ

ンターの指定する場所において開催する。ただし、現場検証又はこれに準ずる必要がある場合、紛争解決

委員（以下「解決委員」という。）は任意の場所において期日を開催することができる。 

２ 会内における期日の時間は、原則として平日の午前 10 時から午後５時までとする。 

 

（事件の受付） 

第４条 事件の申立の受付時間は、平日の午前 10 時から午後５時までとする。 

２ 受付は、別に定める申立費用を予納のうえ、申立書及び東京土地家屋調査士会境界紛争解決センター規

則（以下「境界センター規則」という。）に定める書類を提出させてこれを行う。 

 

（解決委員の選任） 

第５条 境界センターから解決委員として指名を受けた解決委員の候補者は、事件について利害関係のある

場合その他特別の支障がある場合を除き、受任を拒否できない。 

２ 境界センターは指名を受任した解決委員の候補者に、事件委嘱書の交付をする。 

 

（調停及び仲裁の実施） 

第６条 解決委員は、境界センター規則に従って調停手続及び仲裁手続を行い、事件終了後仲裁判断書等事

件の終結結果を示す文書を添えて報告書を提出しなければならない。 
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（解決委員に対する報酬） 

第７条 境界センターが解決委員に支払う報酬は次のとおりとする。ただし、成立報酬については、仲裁判

断書又は和解契約書に解決額として示される経済的利益の額、事件の難易、期日を開いた回数、期日外の

準備ないし調査等を考慮して、境界センター運営委員が構成する会議の議により 50 万円の範囲内でこれ

を増額することができるものとする。 

 報 酬 の 種 類 報酬の額 

 申立検討費用 本会の定める「役員等給与手当規程」及び「旅費規程」を準用する。 

 期 日 日 当 16,000 円 

 成 立 報 酬 150,000 円 

 

（運営委員等に対する報酬等） 

第７条の２ 境界センターが運営委員等に支払う報酬等は、本会の定める「役員等給与手当規程」及び「旅

費規程」を準用する。 

 

（日当補償） 

第８条 予定された期日に当事者が出頭しないため、期日が開催されず、かつ、当該予定日に解決委員が本

会内に待機したときは、境界センターは解決委員に対し、第７条に定める期日日当を補償する。 

 

（規則の改廃） 

第９条 本規程の改廃は、本会理事会の決議による。 

 

 

 

  附 則 

（施行期日） 

この規程は、境界センター規則の施行の日（平成 15 年４月 11 日）から施行する。 

 

  附 則 

（施行期日） 

平成 17 年３月 11 日第 12 回定例理事会にて一部改正し、同日施行する。 

 

  附 則 

（施行期日） 

令和４年 10 月 14 日第８回定例理事会にて一部改正し、令和５年４月１日から施行する。 

 


